
別記様式第１号（第７条関係） 
 

土砂災害対策改修事業補助金交付申請書 

（第一面） 

    年  月  日  
（宛先）周南市長  

申請者  住所 
 
                             氏名                ㊞ 
                             （電話番号） 
 
周南市住宅・建築物土砂災害対策改修事業補助金交付要綱第７条第１項の規定により、次のとおり補助金の

交付を申請します。 

 
 

１ 補 助 年 度 年度 

２ 対象住宅・建築物 
所   在   地 

周南市  

３ 補 助 金 交 付 
申 請 額 

円 

４ 着手予定及び完了 
予 定 年 月 日 

着手予定         年    月    日 
完了予定         年    月    日 

５ 確 認 事 項 
（記載事項を確認し、チェ

ックボックスに「レ」をつ

けてください） 

□ 所有者が、周南市暴力団排除条例第 2 条第 2 号に規定する暴力団員であ

る場合、交付申請をすることはできません。 
□ 対象となる事業が、山口県又は周南市が行う他の補助金、資金貸付、利子

補給金等を受けている場合、交付申請をすることはできません。 

６ 添 付 書 類 
（チェックボックスに「レ」

を付けて全ての書類がそろっ

ていることを確認してくださ

い。） 

□ 補助対象住宅等に係る登記事項証明書その他補助対象住宅等の所有者が
確認できるもの（申請日から３月以内に交付されたものに限る。） 

□ 補助対象住宅等の所有者（区分所有されている補助対象住宅等にあって
は、全ての区分所有者）について、本市市税の滞納がないことを証する書類
（申請日から３月以内に交付されたものに限る。） 

□ 区分所有されている住宅等にあっては、補助対象住宅等の管理を行う団体
の総会の決議書 

□ 補助対象住宅等の付近見取図、配置図（土砂災害特別警戒区域内であるこ
とが分かる図を含む。）、各階平面図、立面図、断面図、構造図、建築基準
法施行令第８０条の３の規定への適合検討書及び現況外観写真 

□ 補助対象住宅等の建築時期が確認できる書類（他の書類と兼ねることがで
きる。） 

□ 建築基準法の規定による確認済証（確認の申請が必要な場合に限る。） 
□ 土砂災害対策改修に係る工事費の見積書（土砂災害対策改修に併せて、リ
フォームなどの他の工事を行う場合は、土砂災害対策改修に係る工事費とそ
の他の工事に係る工事費が内訳として分かるものとしてください。） 

□ 土砂災害対策改修に係る構造設計を行った建築士の免許証 
□ 消費税の課税事業者である場合、課税事業者届出書 
□ その他市長が必要と認める書類（                 ） 



（第二面） 

  

１ 対象建築物所在地 周南市 

２ 対象建築物の用途  

３ 建 築 年 月 日 明治 ・ 大正 ・ 昭和     年    月    日 

４ 対象建築物の構造       造 

５ 対象建築物の規模 
階  数  地上  階、地下   階 

延べ床面積        ㎡ 

６ 構造設計を行っ

た建築士  

氏 名 
（    ）建築士（     ）登録第     号 
 

建 築 士 
事 務 所 名 

（    ）建築士事務所 
（    ）知事登録 第         号 

 

所 在 地  

電 話 番 号  

７ 施工者  

名 称  

所 在 地  

電 話 番 号  

８  交 付 申 請 額 の 
算 出 方 法 

(1) 土砂災害対策改修に要する工事費（消費税等相当額を除く。） 

                           円  

(2) 補助対象事業費の限度額           3,360,000 円  

 

(3) (1)と(2)のいずれか少ない額            円…(A) 

 

(4)  （A）の23％の額                円…(B) 

 

(5) 交付申請額（(B)） 

               円     


